










(e.g., 原, 2009；高橋克徳他, 2008)｡ しかし,
バブルの崩壊の際には日本的経営の強固な人間
関係がもたらした組織の硬直化が企業の変化を

















知識創造のプロセスを ｢共同化｣ ｢表出化｣ ｢連
結化｣ ｢内面化｣ に分けて説明しているが
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ピタルに二分される (Putnam , 2000) ｡














ものの (e.g., Davenport and Prusak, 1998；










ているのに対し, 表出化, 連結化, 内面化には
社内の関係とともに, 橋渡し型の側面が強い社
外の関係も正の影響を与えていることが明らか














具体的には, 信頼関係, 人間関係の親密さ, 助
論 文











れる｡ (e.g., Davenport and Prusak, 1998；


































































仮説 3：外部変化への対応は, 表出化, 連結化,
ソーシャル・キャピタルに関する組織特性が知識創造プロセスに与える影響













Krough et al., 2000)｡ このような内部の過当
な競争の下で形成される人間関係は, 合理的で
非情緒的な橋渡し型の側面が強いと考えられる｡

















見がみられる (Rothbard and Dumas, 2006)｡

































は先行研究 (向日, 2008) で用いたものを用い
る｡ アンケート調査はネットリサーチ業者に依
頼し, 調査はweb 上で 2008 年 4 月に 2 段階で




2 万人から回答があった｡ その中から, 従業員
数 10 人以上の株式会社の正社員であり, かつ
高度な知識が必要と思われる職務に就いている
モニター 3,500 人を抽出した｡ 職務内容は
Davenport (2005) のナレッジワーカーの概念
論 文




ワーク (日々, 決まって行う業務) が少ない｣
の 4 つの選択肢から, 3 つ以上選んだ回答者を
対象とした｡
上記の対象者に対し第 2回目の本調査を実施
し, 最終的に回答があった 1,700 人分のデータ
を分析に用いる｡ 回答者の内訳を表 1に示すが,






する質問を用いる (表 2)｡ 各質問の選択肢は
｢そう思う｣ から ｢そう思わない｣ の 5 段階で
あり, それらを 5点から 1点で得点化する｡ 組
織特性の質問は, 上記の仮説に関係し, ｢一体




尤法, バリマックス回転) を行ない, 得られた
因子に従い尺度を構成した場合の信頼性をクロ
ンバックのα係数で検証した｡ 因子分析の結果





は大きい (表 2)｡ この結果から各因子ごとに,
因子に含まれる項目を用いて尺度を作成するが
(表 2), ｢内部競争｣ の尺度に関しては解釈の
際に注意が必要である｡
ソーシャル・キャピタルに関する組織特性が知識創造プロセスに与える影響
中京経営研究 第20巻 第1・2号 125
表 1 回答者の内訳
業種 人数 ％ 職種 人数 ％
製造業 (企業向け) 512 30.1 営業・販売 282 16.6
製造業 (消費者向け) 245 14.4 研究・開発・技術 787 46.3
卸売業 (企業向け) 44 2.6 総務・人事 71 4.2
卸売業 (消費者向け) 16 0.9 財務・経理 40 2.4
卸売業 (総合商社・各所商品) 37 2.2 企画・マーケティング 72 4.2
小売業 57 3.4 広告・広告・デザイン 18 1.1
ソフトウェア・情報処理業 303 17.8 事務職 113 6.6
サービス業 (企業向け) 166 9.8 管理職 224 13.2
サービス業 (消費者向け) 135 7.9 会社経営・役員 30 1.8
その他 185 10.9 その他 63 3.7
従業員数 勤続年数
10～49 人 219 12.9 1 ヶ月未満 9 0.5
50～99 人 141 8.3 1 ヶ月～3ヶ月未満 7 0.4
100～299 人 251 14.8 3 ヶ月～半年未満 16 0.9
300～999 人 295 17.4 半年～1年未満 32 1.9
1,000～4,999 人 361 21.2 1 年～2年未満 83 4.9
5,000～9,999 人 161 9.5 2 年～3年未満 78 4.6
1 万人以上 272 16.0 3 年～5年未満 150 8.8
年齢 5 年以上 1325 77.9
20 代 122 7.2 性別
30 代 711 41.8 男性 1544 90.8
40 代 681 40.1 女性 156 9.2
50 代 174 10.2
60 代 12 0.7 合計 1700 100.0
目的変数となる知識創造の尺度には, SECI
モデル (Nonaka and Takeuchi, 1995) に従










た先行研究 (向日, 2009) を検証する意味もあ
論 文









































因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 因子 5
一体感① 0.749 0.369 0.140 0.182 0.018
一体感② 0.803 0.308 0.213 0.176 0.080
一体感③ 0.517 0.170 0.266 0.369 0.293
一体感④ 0.578 0.232 0.226 0.349 0.029
自由な雰囲気① 0.247 0.708 0.249 0.133 －0.029
自由な雰囲気② 0.291 0.703 0.208 0.262 0.164
自由な雰囲気③ 0.354 0.727 0.226 0.214 0.068
ワーク・ライフ・バランス① 0.145 0.286 0.596 0.095 －0.010
ワーク・ライフ・バランス② 0.269 0.193 0.832 0.158 0.172
外部変化への対応① 0.298 0.214 0.126 0.560 0.274
外部変化への対応② 0.281 0.265 0.148 0.770 0.212
内部競争① 0.035 －0.035 －0.012 0.088 0.752





体的には業種, 職種, 従業員数, 勤続年数と一
般的信頼の変数を投入する｡
業種と職種は先行研究でのクラスター分析に
よる分類に従う (向日, 2009)｡ 業種は, 製造
業 (企業向け), 製造業 (消費者向け), ソフト・
情報処理業であれば 1, それ以外であれば 0と
するダミー変数を設定し, これを ｢製造・情報｣
の尺度とした｡ また職種は研究・開発・技術,



































必要であった (向日, 2009)｡ 本稿の結果は,
組織がもたらす結束型ソーシャル・キャピタル
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表 4 組織特性, コントロール変数と知識創造との重回帰分析の結果
共同化 表出化 連結化 内面化 VIF
ソーシャル・キャピタル
一体感 0.239 ** 0.087 * 0.014 0.032 2.505
自由な雰囲気 0.078 ** 0.155 ** 0.151 ** 0.171 ** 2.055
外部変化への対応 0.132 ** 0.085 ** 0.151 ** 0.105 ** 1.943
内部競争 0.018 －0.015 －0.032 －0.031 1.212
ワーク・ライフ・バランス 0.054 * 0.022 0.051 0.013 1.542
コントロール変数
製造・情報 －0.022 －0.058 * －0.030 －0.022 1.134
研究・開発・経理・事務 0.029 －0.015 0.004 －0.031 1.117
従業員数 0.020 0.016 －0.036 －0.033 1.155
勤続年数 －0.048 * －0.037 －0.013 －0.028 1.050
一般的信頼 0.280 ** 0.214 ** 0.199 ** 0.198 ** 1.280
調整済み決定係数 0.376 0.187 0.172 0.154





















自由な雰囲気は, 共同化, 表出化, 連結化,
内面化それぞれに正の影響を与えているが, 共
同化への影響はやや弱くなっている｡ このこと







外部変化への対応は, 共同化, 表出化, 連結
化, 内面化それぞれに正の影響を与えており,






















































































































































株式会社｣ を選定し, 2008 年 8 月 27 日に, 総
務部に対してインタビューを実施した｡ 未来工
業はスイッチボックス等電気設備資材の生産を
中心とし, 1965 年設立, 本社は岐阜県, 名証 2
部上場, 従業員数約 775 名 (2010 年 3 月 20 日
現在) の企業である｡ 未来工業の特徴として,
終身雇用, 年功給, 社員の自主性の尊重, 年間
140 日を超える休暇, 残業なしの 1日 7時間 15
分労働, 徹底的な顧客のニーズの吸い上げ, 製
品開発力, 高経常利益率等が挙げられる (朝日













































































































ジとも呼ばれる (白石, 2003)｡ また仕事の進
め方や価値観に関する知識に焦点を当てた概念
としては, 取引関係における規範, 態度, 意思
ソーシャル・キャピタルに関する組織特性が知識創造プロセスに与える影響











(embedded knowledge) の概念や (Badaracc
o, 1991), 共同作業を円滑に進めるために必
要な, 仕事の手続き, 人間関係, チームメンバー
などに関する知識であるメンタルモデルの概念
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